
























































































































































知、医政発第 02006 号、2005 年３月 2 日）
　厚生労働省医政局長通知「ＡＬＳ（筋萎縮性側索
硬化症）患者の在宅療養の支援について」（医政発第


























⑤医師法第 7 条、歯科医師法第 7 条及び保健師助産
師看護師法第  条の解釈について（厚生労働省医政局

























































































制度改革に関する分科会、200 年６月 5 日）
　「規制・制度改革に関する分科会」は、「行政刷新会議
























































































































































































































































































月 26 日付、「医療的ケア施設不足」2008 年  月 2 日付、
「足りない受け入れ施設」2008 年 6 月  日付、「寝たき
り療養先どこに」2009 年  月   日付、「障害児の親縛
る医療的ケア体制（投書）」200 年  月 27 日付、「受け
皿なき高齢患者」200 年 7 月  日付、「在宅介護制度に
不安」200 年 8 月 2 日付。
（註２）YOMIUEI ONLINE：「施設介護職員、無資格でインス
リ ン 注 射 ７ 年 間 」200 年 9 月 8 日 付、http://www.
yomiuri.co.jp/national/news/200098-OYTT0085.

























成の在り方検討会」200 年 0 月 2 日付、https://www.
cabrain.net/news/article.do?newsId=085&freeWordSav
e=、200 年 0 月  日）。
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